
個店整備事業交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市の交付する商業活性化推進事業補助金のうち、個店整備事業については同補助

金交付要領（以下「要領」という。）に定めるもののほか、この要綱で申込資格等の必要

な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 個店整備事業は、市内店舗の改修工事等に必要な経費の一部を補助することによ

り、市内商業者が商業環境を向上し、地域の活性化の促進に資することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 市内商業者 小売業、飲食業、サービス業その他市長が適当と認める業の店舗を市

内に所有し、又は賃借し、かつ、その店舗での商売等を生業とする者。ただし、法人

にあっては市内に商業登記を、個人事業者にあっては事業主が市内に住民登録をして

ある者とする。 

(2) 市内事業者 市内に本社を有する法人又は市内に住所を有する個人事業者で店舗改

修工事等を行う者 

 (3) 改修工事等 商業環境を向上させるための外装・内装・給排水・電気・空調・トイ

レ等の改修工事又は建具の入れ替えをいう。ただし、新築工事又は建替え工事は除く。 

 (4) 備品等 建物と一体として取り付けられる備品、設備等をいう。 

（補助対象） 

第４条 補助金の交付対象者（以下「対象者」という。）は、市内商業者又は市内商業者と

してこれから営業をしようとする者とする。ただし、これから営業しようとする者は鹿

沼市特定創業支援事業に関する証明書を受けた者のみとする。 

（補助事業） 

第５条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、対象者が所有し、

又は賃借する市内店舗（大規模小売店舗は除く。）の改修工事等を市内事業者が施工する

事業及び備品等（建物と一体として取り付けられる備品、設備等）を購入する事業とす

る。 

（補助金交付の要件） 

第６条 補助事業及び対象者は、次の要件を全て備えることとする。 

 (1) 鹿沼市や周辺環境のイメージを著しく損なうものでないこと。 

 (2) 市民生活の安全又は平穏を阻害するおそれのないこと。 

(3) フランチャイズチェーン方式による運営でないこと。 

 (4) オフィスとしての利用又は風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に 

規定する営業でないこと。 

(5) 申請時点において市税に関する滞納処分をされていないこと。 

 (6) 宗教活動又は政治活動を主たる活動の目的としたものでないこと。 

 (7) 特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦、支持又は反対することを目的とし



ないこと。 

 (8) 暴力団でないこと又は暴力団の統制下にないこと。 

 (9) 過去に同補助金の交付を受けていないこと。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助事業に要する経費の３分の１以内とし、予算の範囲内で交付

する。店舗の改修工事等及び備品等（建物と一体として取り付けられる備品、設備等）

購入の補助金の額は、２０万円を限度とし千円未満を切り捨てる。 

（補則) 

第 8 条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

 

附 則 

１ この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 


